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１．関係法令・通知 

 

①「社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について」（抜粋） 
（平成 17 年 2 月 22 日健発第 0222002 号、薬食発第 0222001 号、雇児発第 0222001 号、社援発第 0222002

号、老発第 0222001 号厚生労働省健康局長、医薬食品局長、雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局

長連名通知）（https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf） 

 

1．社会福祉施設等においては、職員が利用者の健康管理上、感染症や食中毒を疑ったときは、速

やかに施設長に報告する体制を整えるとともに、施設長は必要な指示を行うこと。 

 

2．社会福祉施設等の医師及び看護職員は、感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われる状況

が生じたときは、施設内において速やかな対応を行わなければならないこと。 

また、社会福祉施設等の医師、看護職員その他の職員は、有症者の状態に応じ、協力病院を

始めとする地域の医療機関等との連携を図るなど適切な措置を講ずること。 

 

3．社会福祉施設等においては、感染症若しくは食中毒の発生又はそれが疑われる状況が生じたと

きの有症者の状況やそれぞれに講じた措置等を記録すること。 

 

4．社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社会福祉施設等主管部局

に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、対応状況等を報告するとともに、

併せて保健所に報告し、指示を求めるなどの措置を講ずること。 

 ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が 1

週間内に 2 名以上発生した場合 

 イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が 10 名以上又は全利用者の

半数以上発生した場合 

  ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、

特に施設長が報告を必要と認めた場合 

 

5．4 の報告を行った社会福祉施設等においては、その原因の究明に資するため、当該患者の診察

医等と連携の上、血液、便、吐物等の検体を確保するよう努めること。 

 

6．4 の報告を受けた保健所においては、必要に応じて感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「感染症法」という。）第 15 条に基づく積極

的疫学調査又は食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）第 58 条に基づく調査若しくは感染症

若しくは食中毒のまん延を防止するために必要な衛生上の指導を行うとともに、都道府県等を

通じて、その結果を厚生労働省に報告すること。 

 

7．4 の報告を受けた市町村等の社会福祉施設等主管部局と保健所は、当該社会福祉施設等に関す

る情報交換を行うこと。 

 

8．社会福祉施設等においては、日頃から、感染症又は食中毒の発生又はまん延を防止する観点か

ら、職員の健康管理を徹底し、職員や来訪者の健康状態によっては利用者との接触を制限する

等の措置を講ずるとともに、職員及び利用者に対して手洗いやうがいを励行するなど衛生教育

の徹底を図ること。また、年 1 回以上、職員を対象として衛生管理に関する研修を行うこと。 

 

9．なお、医師が、感染症法、結核予防法（昭和 26 年法律第 96 号）又は食品衛生法の届出基準

に該当する患者又はその疑いのある者を診断した場合には、これらの法律に基づき保健所等へ

の届出を行う必要があるので、留意すること。 

 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/norovirus/dl/h170222.pdf


 

 

155 

 
②大量調理施設衛生管理マニュアル（平成 9 年 3 月 2 4 日付け衛食第 8 5 号別添）
（最終改正：平成 29 年 6 月 1 6 日付け生食発 0 6 1 6 第 1 号））（抜粋） 

(https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf) 

 

 

(別 添 )大 量 調 理 施 設 衛 生 管 理 マ ニ ュ ア ル   

（ 別 添 1） 原 材 料 、 製 品 等 の 保 存 温 度   （ 略 ）  

 

（ 別 添 2） 標準作業書 

 

（手洗いマニュアル） 

1． 水で手をぬらし石けんをつける。 

2． 指、腕を洗う。特に、指の間、指先をよく洗う。（30 秒程度） 

3． 石けんをよく洗い流す。（20 秒程度） 

4． 使い捨てペーパータオル等でふく。（タオル等の共用はしないこと。） 

5． 消毒用のアルコールをかけて手指によくすりこむ。 

（本文のⅡ3（1）で定める場合には、1 から 3 までの手順を 2 回実施する。） 

 

（器具等の洗浄・殺菌マニュアル） 

1．調理機械 

① 機械本体・部品を分解する。なお、分解した部品は床にじか置きしないようにする。 

② 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）で 3 回水洗いする。 

③ スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

④ 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

⑤ 部品は 80℃で 5 分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法注 1 で殺菌を行う。 

⑥ よく乾燥させる。 

⑦ 機械本体・部品を組み立てる。 

⑧ 作業開始前に 70％アルコール噴霧又はこれと同等の効果を有する方法で殺菌を行う。 

2．調理台 

① 調理台周辺の片づけを行う。 

② 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）で 3 回水洗いする。 

③ スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

④ 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

⑤ よく乾燥させる。 

⑥ 70％アルコール噴霧又はこれと同等の効果を有する方法注 1 で殺菌を行う。 

⑦ 作業開始前に⑥と同様の方法で殺菌を行う。 

3．まな板、包丁、へら等 

① 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）で 3 回水洗いする。 

② スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

③ 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

④ 80℃で 5 分間以上の加熱又はこれと同等の効果を有する方法注 2 で殺菌を行う。 

⑤ よく乾燥させる。 

⑥ 清潔な保管庫にて保管する。 

4．ふきん、タオル等 

① 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）で 3 回水洗いする。 

② 中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

③ 食品製造用水（40℃程度の微温水が望ましい。）でよく洗剤を洗い流す。 

④ 100℃で 5 分間以上煮沸殺菌を行う。 

⑤ 清潔な場所で乾燥、保管する。 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf
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注 1：塩素系消毒剤（次亜塩素酸ナトリウム、亜塩素酸水、次亜塩素酸水等）やエタノール系消

毒剤には、ノロウイルスに対する不活化効果を期待できるものがある。使用する場合、濃

度･方法等、製品の指示を守って使用すること。浸漬により使用することが望ましいが、浸

漬が困難な場合にあっては、不織布等に十分浸み込ませて清拭すること。 

（参考文献）｢平成 27 年度ノロウイルスの不活化条件に関する調査報告書｣ 

(http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-

Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf) 

注 2：大型のまな板やざる等、十分な洗浄が困難な器具については、亜塩素酸水又は次亜塩素酸

ナトリウム等の塩素系消毒剤に浸漬するなどして消毒を行うこと。 

 

（原材料等の保管管理マニュアル） 

1．野菜・果物注 3 

① 衛生害虫、異物混入、腐敗・異臭等がないか点検する。異常品は返品又は使用禁止とする。 

② 各材料ごとに、50g 程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封して入れ、－20℃以下で

2 週間以上保存する。（検食用） 

③ 専用の清潔な容器に入れ替えるなどして、10℃前後で保存する。（冷凍野菜は－15℃以下） 

④ 流水で 3 回以上水洗いする。 

⑤ 中性洗剤で洗う。 

⑥ 流水で十分すすぎ洗いする。 

⑦ 必要に応じて、次亜塩素酸ナトリウム等注 4 で殺菌注 5 した後、流水で十分すすぎ洗いする。 

⑧ 水切りする。 

⑨ 専用のまな板、包丁でカットする。 

⑩ 清潔な容器に入れる。 

⑪ 清潔なシートで覆い（容器がふた付きの場合を除く）、調理まで 30 分以上を要する場合に

は、10℃以下で冷蔵保存する。 

 

注 3：表面の汚れが除去され、分割・細切されずに皮付きで提供されるみかん等の果物にあって

は、③から⑧までを省略して差し支えない。 

注 4：次亜塩素酸ナトリウム溶液（200 ㎎/ℓ で 5 分間又は 100 ㎎/ℓ で 10 分間）又はこれと

同等の効果を有する亜塩素酸水（きのこ類を除く。）、亜塩素酸ナトリウム溶液（生食用野

菜に限る。）、過酢酸製剤、次亜塩素酸水並びに食品添加物として使用できる有機酸溶液。

これらを使用する場合、食品衛生法で規定する｢食品、添加物等の規格基準｣を遵守するこ

と。 

注 5：高齢者、若齢者及び抵抗力の弱い者を対象とした食事を提供する施設で、加熱せずに供す

る場合（表皮を除去する場合を除く。）には、殺菌を行うこと。 

 

2．魚介類、食肉類 

① 衛生害虫、異物混入、腐敗・異臭等がないか点検する。異常品は返品又は使用禁止とする。 

② 各材料ごとに、50g 程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封して入れ、－20℃以下で

2 週間以上保存する。（検食用） 

③ 専用の清潔な容器に入れ替えるなどして、食肉類については 10℃以下、魚介類については

5℃以下で保存する（冷凍で保存するものは－15℃以下）。 

④ 必要に応じて、次亜塩素酸ナトリウム等注 6 で殺菌した後、流水で十分すすぎ洗いする。 

⑤ 専用のまな板、包丁でカットする。 

⑥ 速やかに調理へ移行させる。 

注 6：次亜塩素酸ナトリウム溶液（200mg/ℓ で 5 分間又は 100mg/ℓ で 10 分間）又はこれ

と同等の効果を有する亜塩素酸水、亜塩素酸ナトリウム溶液（魚介類を除く。）、過酢酸

製剤（魚介類を除く。）、次亜塩素酸水、次亜臭素酸水（魚介類を除く。）並びに食品添加

物として使用できる有機酸溶液。これらを使用する場合、食品衛生法で規定する｢食品、

添加物等の規格基準｣を遵守すること。 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000125854.pdf
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（加熱調理食品の中心温度及び加熱時間の記録マニュアル） 

1．揚げ物 

① 油温が設定した温度以上になったことを確認する。 

② 調理を開始した時間を記録する。 

③ 調理の途中で適当な時間を見はからって食品の中心温度を校正された温度計で 3 点以上測

定し、全ての点において 75℃以上に達していた場合には、それぞれの中心温度を記録する

とともに、その時点からさらに 1 分以上加熱を続ける（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそ

れのある食品の場合は 85～90℃で 90 秒間以上）。 

④ 最終的な加熱処理時間を記録する。 

⑤ なお、複数回同一の作業を繰り返す場合には、油温が設定した温度以上であることを確認・

記録し、①～④で設定した条件に基づき、加熱処理を行う。油温が設定した温度以上に達

していない場合には、油温を上昇させるため必要な措置を講ずる。 

2．焼き物及び蒸し物 

① 調理を開始した時間を記録する。 

② 調理の途中で適当な時間を見はからって食品の中心温度を校正された温度計で 3 点以上測

定し、全ての点において 75℃以上に達していた場合には、それぞれの中心温度を記録する

とともに、その時点からさらに 1 分以上加熱を続ける（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそ

れのある食品の場合は 85～90℃で 90 秒間以上）。 

③ 最終的な加熱処理時間を記録する。 

④ なお、複数回同一の作業を繰り返す場合には、①～③で設定した条件に基づき、加熱処理

を行う。この場合、中心温度の測定は、最も熱が通りにくいと考えられる場所の一点のみ

でもよい。 

3．煮物及び炒め物 

調理の順序は食肉類の加熱を優先すること。食肉類、魚介類、野菜類の冷凍品を使用する場合

には、十分解凍してから調理を行うこと。 

① 調理の途中で適当な時間を見はからって、最も熱が通りにくい具材を選び、食品の中心温

度を校正された温度計で 3 点以上（煮物の場合は 1 点以上）測定し、全ての点において

75℃以上に達していた場合には、それぞれの中心温度を記録するとともに、その時点から

さらに 1 分以上加熱を続ける（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合は 85

～90℃で 90 秒間以上）。 

なお、中心温度を測定できるような具材がない場合には、調理釜の中心付近の温度を 3 点

以上（煮物の場合は 1 点以上）測定する。 

② 複数回同一の作業を繰り返す場合にも、同様に点検・記録を行う。 

 

（ 別 添 3） 調理後の食品の温度管理に係る記録の取り方について  （略） 
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③「中小 規 模調 理 施 設に お ける 衛 生管 理の 徹 底に つ いて 」  
(平 成 9 年 6 月 30 日 衛 食 第 201 号 厚 生 省 生 活 衛 生 局 食 品 保 健 課 長 通 知 )（ 抜 粋 ）  

（https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta5920&dataType=1&pageNo=1） 

 

〔別添〕 

児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防について(平成 9 年 6 月 30 日 

児企第 16 号) 

(各都道府県・各指定都市・各中核市児童福祉主管部(局)長あて厚生省児童家庭局企画課長通知) 

児童福祉施設等(認可外保育施設を含む。)における衛生管理については、かねてから適正な指導

をお願いしているところである。 

しかしながら、本年の食中毒の発生をみると、昨年と同様に腸菅出血性大腸菌(O157)による食中

毒が多発しているところである。特に乳幼児は、腸菅出血性大腸菌(O157)等に感染しやすく、ま

た、重症化しやすいことから、児童福祉施設等においては、調理従事者だけでなくすべての職員

が連携を図りつつ、左記の点に留意し、感染の予防に努めることが重要である。 

また、社会福祉施設における衛生管理については、平成 9 年 3 月 31 日社援施第 65 号により同

一メニューを一回 300 食以上又は 1 日 750 食以上を提供する調理施設以外の施設においても可

能な限り大量調理施設衛生管理マニュアルに基づく衛生管理に努められるよう周知したところで

あるが、児童福祉施設等については、感染予防の実効を期するため、大量調理施設衛生管理マニ

ュアルを参考にするとともに、当面別添参考資料Ⅰを参照するなどにより、管下の児童福祉施設

等に対し、衛生管理を徹底するよう指導されたい。 

 

記 

1. 感染症予防のためには、手洗いの励行が重要かつ有効であり、児童、職員ともに手洗いの徹

底を図ること。食事の直前及び排便又は排便の世話をした直後には、石けんを使って流水で

十分に手指を洗うこと。 

2. 特に、下痢便の排泄後又は下痢便の排泄の世話をした後は、直ちに石けんを使って流水で十

分に手指を洗った上で、消毒液で手指を消毒すること。 

3. 使用するタオルは、他人と共用しないこと。なお、タオルの個人専用化が難しい場合には、

使い捨てペーパータオル等の利用も有効であること。 

4. 略 

5. 略 

 

(参考資料Ⅰ) 

1. 調理室等の汚染防止について 

大量調理施設衛生管理マニュアル(以下「マニュアル」という。)Ⅱ―3―(3)のとおり汚染作

業区域(検収場、原材料の保管場、下処理場)と非汚染作業区域(さらに準清潔作業区域(調理場)

と清潔作業区域(放冷・調製場、製品の保菅場)に区分される。)を明確に区分することがどうし

ても難しい場合には、下処理済のもの(例えば野菜に付いている土を洗い落としたもの)を購入

するなどにより、食材を通して調理室内が汚染される危険性の高い作業の減少を図り、調理室

等の非汚染作業区域の汚染を防止するよう工夫すること。 

 

 2. シンクの清潔確保について 

マニュアルⅡ―3―(8)のとおりシンクを用途別に各々設けることがどうしても難しい場合に

は、調理工程を汚染作業(食材の検収・保管・下処理)と非汚染作業(調理・盛り付け等)とに分け、

汚染作業から非汚染作業に移るときは、左記の作業手順によりシンクを洗浄消毒すること。ま

た、加熱調理用食材の洗浄作業から非加熱調理用食材の洗浄作業へ移るときも、同様の方法で

シンクを必ず洗浄消毒し、シンクを通じて食材が汚染されないように十分注意するとともに、

洗浄水等がシンク以外に飛散しないように留意すること。 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta5920&dataType=1&pageNo=1
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(シンクの洗浄消毒作業手順) 

① 飲用適の水(40℃程度の微温水が望ましい。)で 3 回水洗いする。 

② スポンジタワシに中性洗剤又は弱アルカリ性洗剤をつけてよく洗浄する。 

③ 飲用適の水(40℃程度の微温水が望ましい。)でよく洗剤を洗い流す。 

④ 水分をペーパータオル等で十分拭き取る。 

⑤ 70％アルコール噴霧又はこれと同等の効果を有する方法で殺菌を行う。 

  

3. 汚染作業区域と非汚染作業区域の区別等について 

マニュアルⅡ―5―(1)―③④によれば調理室内において汚染作業区域と非汚染作業区域を明

確に区別し、手洗い施設、履き物の消毒施設を各区域の入口手前に設けることとあるが、これ

がどうしても難しい場合には、調理工程の見直しを図り、汚染作業と非汚染作業を明確に区分

し、食材の相互汚染を防止すること。なお、洗浄消毒作業を行う際には、洗浄水等が飛散しな

いように留意すること。 

また、調理済食品が汚染されないように清潔作業区域を確保し、盛り付け・配膳後の食品等

にハエ等が触れることのないよう十分注意すること。 

 

4. 調理器具・食器等の衛生的な保管について 

マニュアルⅡ―5―(1)―⑧のとおり外部から汚染されない構造の保管設備を設けることによ

り清潔な環境の保持及び作業の軽減が図られるところであるが、食器消毒保管庫等を直ちに設

置することがどうしても難しい場合には、調理器具・食器等の消毒を行い、乾燥させた上で清

潔な場所に保管すること。なお、ネズミ・ゴキブリ・ハエ等が調理器具・食器等に触れること

のないよう十分注意すること。 

 

5. 原材料等の保管管理の徹底について 

原材料等の保管管理については、左記の原材料等の保管管理手順に沿って行い、温度の記録

については、少なくとも①原材料の保管温度は適切であったか②調理が終了した食品を速やか

に提供したか③調理終了後 30 分を超えて提供される食品の保存温度が適切であったかを実施

献立表等に点検項目を設け、その適否を記録しておくこと。 

(原材料等の保管管理手順) 略 

 

6. 加熱調理食品の加熱加工の徹底について 

加熱調理食品の加熱加工については、中心部温度計を用いるなどして、中心部が 75℃以上の

温度で 1 分以上又はこれと同等以上まで加熱したかを確認し、実施献立表等に点検項目を設け、

その適否を記録しておくこと。 

(参考資料Ⅱ) 略 
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④レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針（加湿器の取扱い

の抜粋） 
平成 15 年 7 月 25 日厚生労働省告示第 264 号 (平成 30 年 8 月 3 日厚生労働省告示第 297 号により一部

改正) より第 五  部 分 抜 粋  

(https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/rezionerashishin.pdf) 

 

第五 加湿器における衛生上の措置 

一 加湿器における衛生上の措置に関する基本的考え方 

加湿器を発生源とするレジオネラ症は、国内では報告例は少ないが、新生児室、高齢 

者施設等における感染例が報告され、海外でも同様の事例が報告されており、感染源と 

して留意することが必要である。 

加湿器の種類には、主に建築物の空気調和設備に組み込まれているもの（以下「加湿 

装置」という。）及び家庭等で使用される卓上用又は床置き式のもの（以下「家庭用加 

湿器」という。）がある。 

加湿器では、タンク内等において生物膜が生成されることによって、レジオネラ属菌 

をはじめとする微生物が繁殖しやすくなる。そのため、加湿器のタンク内等に付着する 

生物膜の生成を抑制し、その除去を行うことが必要である。 

 

二 構造設備上の措置 

構造設備上の措置として、次に掲げる措置を講ずることが必要である。 

１ 加湿装置には、加湿方式に応じた水処理装置を設置し、点検及び清掃を容易に行うこと

ができる構造とすること。 

２ 家庭用加湿器は、部品の分解及び清掃を容易に行うことができる構造とすること。 

 

三 維持管理上の措置 

維持管理上の措置として、次に掲げる措置を講ずることが必要である。 

１ 加湿装置に供給する水を水道法第四条に規定する水質基準に適合させるため必要な措置

を講ずること。 

２ 加湿装置の使用開始時及び使用期間中は一か月に一回以上、加湿装置の汚れの状況を点

検し、必要に応じ加湿装置の清掃等を実施するとともに、一年に一回以上、清掃を実施す

ること。 

３ 加湿装置の使用開始時及び使用終了時に、水抜き及び清掃を実施すること。 

４ 家庭用加湿器のタンクの水は、毎日完全に換えるとともに、タンク内を清掃すること。 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11130500/rezionerashishin.pdf
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⑤廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理マニュアル（感染性廃棄物の処理） 

平 成 30 年 3 月 環 境 省  環 境 再 生 ・ 資 源 循 環 局 よ り 第 4 章 部 分 抜 粋  

（ http://www.env.go.jp/recyc le/misc/kansen -manual1.pdf）  

 

第 4 章  医 療 関 係 機 関 等 の 施 設 内 に お け る 感 染 性 廃 棄 物 の 処 理  

 

4.1 分 別  

 感 染 性 廃 棄 物 は 、発 生 時 点 に お い て 、他 の 廃 棄 物 と 分 別 し て 排 出 す る も の と

す る 。  

 

4.2 梱 包  

感 染 性 廃 棄 物 の 収 集 運 搬 を 行 う 場 合 は 、必 ず 容 器 に 収 納 し て 収 集 運 搬 す る こ

と に な っ て い る た め 、収 集 運 搬 に 先 立 ち 、あ ら か じ め 、次 の よ う な 容 器 に 入 れ

て 、 密 閉 し な け れ ば な ら な い 。  

(1) 密 閉 で き る こ と 。  

(2) 収 納 し や す い こ と 。  

(3) 損 傷 し に く い こ と 。  

（ 参 照 ） 令 第 6 条 の 5 第 1 項 第 1 号 、 規 則 第 1 条 の 11 の 2 

4.3 施 設 内 に お け る 移 動  

感 染 性 廃 棄 物 の 施 設 内 に お け る 移 動 は 、感 染 性 廃 棄 物 が 入 っ た 容 器 を 密 閉 し

て 、移 動 の 途 中 で 内 容 物 が 飛 散・流 出 す る お そ れ の な い よ う に 行 う も の と す る 。 

 

4.4 施 設 内 に お け る 保 管  

1 感 染 性 廃 棄 物 が 運 搬 さ れ る ま で の 保 管 は 極 力 短 期 間 と す る 。  

2 感 染 性 廃 棄 物 の 保 管 場 所 は 、関 係 者 以 外 立 ち 入 れ な い よ う に 配 慮 し 、感 染 性 廃

棄 物 は 他 の 廃 棄 物 と 区 別 し て 保 管 し な け れ ば な ら な い 。  

3 感 染 性 廃 棄 物 の 保 管 場 所 に は 、関 係 者 の 見 や す い 箇 所 に 感 染 性 廃 棄 物 の 存 在 を

表 示 す る と と も に 、 取 扱 い の 注 意 事 項 等 を 記 載 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 参 照 ） 法 第 12 条 の 2 第 2 項 、 規 則 第 8 条 の 13 

 

4.5 表 示  

 感 染 性 廃 棄 物 を 収 納 し た 容 器 に は 、感 染 性 廃 棄 物 で あ る 旨 及 び 取 り 扱 う 際 に

注 意 す べ き 事 項 を 表 示 す る も の と す る 。  

（ 参 照 ） 令 第 6 条 の 5 第 1 項 第 1 号 、 規 則 第 1 条 の 10 

非 感 染 性 廃 棄 物 を 収 納 し た 容 器 に は 、必 要 に 応 じ て 非 感 染 性 廃 棄 物 で あ る こ と

の 表 示 を 行 う こ と を 推 奨 す る 。  

 

【 バ イ オ ハ ザ ー ド マ ー ク の 解 説 】  

1 関 係 者 が 感 染 性 廃 棄 物 で あ る こ と を 識 別 で き る よ う 、 容 器 に は マ ー ク 等 を 付

け る も の と す る 。マ ー ク は 全 国 共 通 の も の が 望 ま し い た め 、右 記 の バ イ オ ハ ザ

ー ド マ ー ク を 推 奨 す る 。マ ー ク を 付 け な い 場 合 に は 、「 感 染 性 廃 棄 物 」（ 感 染

性 一 般 廃 棄 物 又 は 感 染 性 産 業 廃 棄 物 の み が 収 納 さ れ て い る 場 合 は 、 各 々 の 名

称 ） と 明 記 す る こ と 。  

2 廃 棄 物 の 取 扱 者 に 廃 棄 物 の 種 類 が 判 別 で き る よ う に す る た め 、 性 状 に 応 じ て

マ ー ク の 色 を 分 け る こ と が 望 ま し い 。  

(1)液 状 又 は 泥 状 の も の （ 血 液 等 ）  赤 色  

(2)固 形 状 の も の （ 血 液 等 が 付 着 し た ガ ー ゼ 等 ）  橙 色  

(3)鋭 利 な も の （ 注 射 針 等 ）  黄 色  

(4)分 別 排 出 が 困 難 な も の  黄 色  

http://www.env.go.jp/recycle/misc/kansen-manual1.pdf
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こ の よ う な 色 の バ イ オ ハ ザ ー ド マ ー ク を 用 い な い 場 合 に は 、「 液 状 又 は 泥 状 」、

「 固 形 状 」、「 鋭 利 な も の 」の よ う に 、廃 棄 物 の 取 扱 者 が 取 り 扱 う 際 に 注 意 す

べ き 事 項 を 表 示 す る こ と 。  

3 非 感 染 性 廃 棄 物 で あ っ て も 、 外 見 上 感 染 性 廃 棄 物 と の 区 別 が つ か な い こ と 等

か ら 、 感 染 性 廃 棄 物 と し て み な さ れ る こ と が あ る 。  

そ の 場 合 、医 療 関 係 機 関 等 と 処 理 業 者 と の 間 の 信 頼 関 係 を 構 築 し 、医 療 関 係機

関 等 が 責 任 を 持 っ て 非 感 染 性 廃 棄 物 で あ る こ と を 明 確 に す る た め に 、非 感 染 性

廃 棄 物（ 感 染 性 廃 棄 物 を 消 毒 処 理 し た も の や 、判 断 基 準 に 基 づ き 非 感 染 性 と 判

断 さ れ た も の 。）の 容 器 に 非 感 染 性 廃 棄 物 で あ る こ と を 明 記 し た ラ ベ ル（ 以 下  

非 感 染 性 廃 棄 物 ラ ベ ル の 例「 非 感 染 性 廃 棄 物 ラ ベ ル 」と い う 。）を 付 け る こ と

を 推 奨 す る 。非 感 染 性 廃 棄 物 ラ ベ ル の 導 入 に よ り 、意 識 し て 感 染 性 、非 感 染 性

廃 棄 物 の 分 別 が 進 む こ と も 期 待 さ れ る 。  

非 感 染 性 廃 棄 物 ラ ベ ル の 導 入 に 当 た っ て は 、 関 係 者 間 で 事 前 に 十 分 に 調 整 し 、

導 入 の 方 法 （ 対 象 と す る 廃 棄 物 等 ） 等 を 決 め て お く こ と が 必 要 で あ る 。  

4 非 感 染 性 廃 棄 物 ラ ベ ル の 仕 様 は 、関 係 者 間 で 合 意 し た も の を 使 用 す る こ と が

望 ま し く 、ラ ベ ル の 大 き さ 、文 字 は 見 や す い も の と す る 。た と え ば 、特 別 区（ 東

京 二 十 三 区 ）で は 、大 き さ は 縦 55mm、横 70mm、字 体 は ゴ シ ッ ク 体 の も のが

使 わ れ て お り 、 参 考 と な る 。  

 

 
4.6 施 設 内 に お け る 中 間 処 理  

 感 染 性 廃 棄 物 は 、 原 則 と し て 、 医 療 関 係 機 関 等 の 施 設 内 の 焼 却 設 備 で 焼 却 、

溶 融 設 備 で 溶 融 、滅 菌 装 置 で 滅 菌 又 は 肝 炎 ウ イ ル ス に 有 効 な 薬 剤 又 は 加 熱 に よ

る 方 法 で 消 毒（ 感 染 症 法 そ の 他 の 法 律 に 規 定 さ れ て い る 疾 患 に 係 る 感 染 性 廃 棄

物 に あ っ て は 、 当 該 法 律 に 基 づ く 消 毒 ） す る も の と す る 。  

（ 参 照 ）特 別 管 理 一 般 廃 棄 物 及 び 特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 の 処 分 又 は 再 生 の 方 法

と し て 環 境 大 臣 が 定 め る 方 法 （ 平 成 4 年 厚 生 省 告 示 第 194 号 ）  

 

  

感染性廃棄物の表示 

赤色：液状又は泥状のもの 
（血液等） 

黄色：鋭利なもの（注射針等）、

分別排出が困難なもの 
橙色：固形状のもの 

（血液等が付着したガーゼ等） 
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【 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 関 す る 廃 棄 物 処 理 】  

 

「「 社 会 福 祉 施 設 等 に お け る 感 染 拡 大 防 止 の た め の 留 意 点 に つ い て（ 令 和 ２ 年 ３ 月 ６

日 付 事 務 連 絡 ）」及 び「 社 会 福 祉 施 設 等 に お け る 感 染 拡 大 防 止 の た め の 留 意 点 に つ い

て （ そ の ２ ） （ 令 和 ２ 年 ４ 月 ７ 日 付 事 務 連 絡 ） 」 に 関 す る Ｑ ＆ Ａ に つ い て 」  

令 和 ２ 年 ４ 月 ９ 日 付 事 務 連 絡  厚 生 労 働 省 健 康 局 結 核 感 染 症 課 ほ か 連 名 よ り 抜 粋  

（ https://www.mhlw.go.jp/content/000620724.pdf）  

 

 
 

 

（ 参 考 ）「 廃 棄 物 に 関 す る 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 ガ イ ド ラ イ ン 」９ ペ ー ジ  表

２  

    （ 令 和 ２ 年 ９ 月  環 境 省  環 境 再 生 ・ 資 源 循 環 局 ）  

   （ ht tps: / /www.env .go . jp / r ecy c l e/waste /sp_cont r / in fec t i on /202009corona_gu i de l i ne .pd f ）  

  

https://www.mhlw.go.jp/content/000620724.pdf
https://www.env.go.jp/recycle/waste/sp_contr/infection/202009corona_guideline.pdf
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⑥感染症法に基づく消毒・滅菌の手引き 
平成 30 年 12 月 27 日健感発 1227 第 1 号厚生労働省健康局結核感染症課長通知より抜 粋  

（https://www.mhlw.go.jp/content/000548441.pdf） 

 

感染症の病原体で汚染された機器・器具・環境の消毒・滅菌は，適切かつ迅速に行って，汚染

拡散を防止しなければならない。 

手袋，帽子，ガウン，覆布（ドレープ），機器や患者環境の被覆材などには，可能なかぎり使い

捨て製品を使用する。使用後は，専用の感染性廃棄物用容器に密閉するか，あるいはプラスチッ

ク袋に二重に密閉したうえで，外袋表面を清拭消毒して患者環境（病室など）より持ち出し，焼

却処理する。 

汚染した再使用器具は，ウオッシャーディスインフェクター，フラッシュイングディスインフ

ェクター，またはその他の適切な熱水洗浄消毒器で処理するか，あるいは消毒薬に浸漬処理（付

着汚染物が洗浄除去しにくくなることが多い）したうえで，用手洗浄を行う。そのうえで，滅菌

などの必要な処理を行った後，再使用に供する。汚染した食器，リネン類は，熱水洗浄消毒また

は消毒薬浸漬後，洗浄を行う。 

汚染した患者環境，大型機器表面などは，血液等目に見える大きな汚染物が付着している場合

は，まずこれを清拭除去したうえで（消毒薬による清拭でもよい），適切な消毒薬を用いて清拭消

毒する。清拭消毒前に，汚染微生物量を極力減少させておくことが清拭消毒の効果を高めること

になる。 

消毒薬処理は，滅菌処理と異なり，対象とする微生物の範囲が限られており，その抗菌スペク

トルからはみ出る微生物が必ず存在し，条件が揃えば消毒薬溶液中で生存増殖する微生物もある。

したがって，対象微生物を考慮した適切な消毒薬の選択が必要である。 

各論に入る前に，次ページにその概要を一覧表にして示しておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000548441.pdf
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⑦病床ひっ迫時における高齢者施設での施設内感染発生時の留意点等について 

（令和３年１月 14 日付厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策本部ほか連名事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000720203.pdf 

 

 

 
 

https://www.mhlw.go.jp/content/000720203.pdf
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⑧退院患者の介護施設における適切な受入等について（一部改正） 

 （令和３年３月５日付厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000749806.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

https://www.mhlw.go.jp/content/000749806.pdf
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２．入所者の健康状態の記録（書式例） 

  

①入所者ごとの症状の記録 書式の例 

 

健 康 調 査 日 報 

年  月  日 

記入者：           

部屋 氏名 
発熱 

（体温） 

嘔吐 

（吐き気） 

下痢 ・ 

腹痛 
 咳 

咽頭痛 

鼻水 
発疹 その他 

備考 

（確認印） 

          

          

          

          

         

          

         

          

         

          

         

         

         

          

         

         

         

●発熱：通常 37.5℃以上をいう。38℃未満の熱は微熱。日本人の腋窩温の平均値は 36.89℃である。 

●嘔吐・下痢・腹痛：感染性食中毒や消化管感染症で認める。 
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②施設全体での傾向把握 書式の例 

 

 
 
 

③医師への報告用紙 書式の例 
 

＜発症者状況一覧表＞ 

所 属 氏名 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 
受診・ 

診断日 

備考 

（診断結

果など） 

階 号室          

階 号室          

階 号室          

階 号室          

階 号室          

階 号室          

階 号室          

ショートステイ          

ショートステイ          

          

介護職員          

調理従事者          

【記号の例】●：発熱 □：嘔吐 △：下痢 ◎：嘔吐・下痢    

 

＜新規発症者 集計表＞ 

 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 合計 

1階    人    人    人    人    人    人    人 

2階    人    人    人    人    人    人    人 

3階    人    人    人    人    人    人    人 

併設サービス    人    人    人    人    人    人    人 

職員    人    人    人    人    人    人    人 

 

  

年 　　　月 第　　週

入所者数：　　　 人

　／ 　／ 　／ 　／ 　／ 　／ 　／

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

新たな

発症者数

(人)

発熱 3 3 4 2 1 0 0 13

吐き気・嘔吐 2 0 1 1 0 0 0 4

下痢 1 2 3 4 1 1 0 12

・・・

症状 合計(人)


